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　新生 日外協 ―― 51 年目の挑戦

トランプ政権内部の権力構造

トランプ大統領はかなりエキセントリックだが、

その権力構造を分析すると３つの派閥に分か

れる。１つ目は MAGA（Make America Great 

Again）派で、トランプ氏個人への忠誠心を持ち、

アメリカの国益最大化に焦点を当てる J・D・

バンス副大統領やスーザン・ワイルズ首席補佐

官、ピート・ヘグセス国防長官など。２つ目は

ウォールストリート派と呼ばれる、スコット・ベッ

セント財務長官や政権離脱したイーロン・マス

クなどのビジネスマン系の人々、３つ目はマル

コ・ルビオ国務長官などの伝統的共和党系の集

団。トランプ 1.0 の時はこの三者の力関係は拮
きっ

抗
こう

していたが、2.0 では MAGA派の人数が増え、

声も大きくなってきた。

トランプ関税は MAGA派のピーター・ナヴァ

ロ通商・製造業担当大統領上級顧問が対中貿易

赤字を問題視して進めてきた。だが彼の不在時

を見計らってベッセント財務長官が「あまりに

インパクトが大き過ぎる」とトランプ大統領に

耳打ちした結果、一時停止となった。そもそも、

対中関税は公約では 60% であり、100% もかけ

れば経済不況で悩む中国は折れてくるものと分

析していたが、145% にすると中国も対米関税

率を 125% に引き上げ、チキンレースとなった。

結果、５月12日にはジュネーブで米中双方が

関税を 115％引き下げることで合意した。

トランプ関税がつくり出した混乱

１カ月もたたないうちに米国が腰砕けとなっ

た理由は、中国によるレアアースの輸出管理

（４月４日実施）。永久磁石製造、レーザー製品、

燃料電池、医用画像、コンピューター、半導体

などに使われる中国レアアースの米国消費量に

占める依存度は 93% に及ぶことから、株式・為

替・債券の「トリプル安」が発生、市場は乱高

下した。不動産王のトランプ氏は債券市場・金

利の動向に敏感。長期金利の上昇によるインフ

レ懸念や、今年の第１四半期の GDP 成長率が

マイナス 0.3% と、2022年以降初のマイナスに

なるといった混乱がジュネーブ（５月）とロンド

ン（６月）の米中高官協議のトリガーとなった。

米中双方の追加関税の 90日間一時停止や追

加措置の撤廃などのジュネーブでの合意を受け、

「中国は国を完全に開放することに合意した。

これは中国にとっても我々にとって素晴らしい

ことだ。統一（unification）と平和にとっても

台湾有事はもう起きている。それはどのようなかたちで行われるのか。
（６月 17 日開催、同講演会から抜粋）

中国のリスクにどのように備えるのか？
―― 台湾有事と邦人拘束への対応
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